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はじめに 

 

 日本経済の実質GDP成長率は、最近10年間(1991年度から2001年度)の平均で1.1%

の低成長率に留まってきた。1990年代前半は、民間設備投資の落ち込みを公的資本形成

の増加で補う政策が実行された。財政赤字幅や公債残高が増加したため、財政拡大によ

る成長率の押し上げは難しくなっている。1990年代後半は、米国の ITブームに乗って

輸出を拡大させることができた。しかし、世界的 IT 不況となり、米国経済に不透明感

が漂う中では、輸出のみに頼る成長も難しい。財政支出や輸出拡大以外で成長すること

が求められている。 

ソローの成長モデルによれば、供給側から見た潜在成長率は、資本ストック、労働投

入、全要素生産性によって決定される。今後 5 年間は、労働投入の伸びはほぼ横這い、

資本ストックの伸びは 3-4%で、資本と労働の寄与の和は 0.6-0.8%と推計される。全要

素生産性とは、技術進歩、規制緩和、外的環境変化の効果の総和である。規制緩和によ

る成長率の押し上げが期待される。 

 バブル経済の崩壊から10年が経過しても、地価の下落が続き、株価も低迷している。

需給ギャップから財価格が低下し、賃金と物価の低下のスパイラルも生じている。資産

価格や物価がともに下落する中では、企業にとっての利益幅が縮小し、金融機関の不良

債権が増加する。デフレからの脱却が成長率回復の前提となろう。金融政策、財政政策

ともに裁量の余地は極めて少ない。残された手段は、民営化や規制緩和、研究開発促進

による技術革新の喚起であろう。以上の要因を考慮した上で、2002年度から2006年度

までの標準ケースの成長率の予測表を提示する。 

（この見通しは、郵政研究所の調査研究の成果をとりまとめたものであり、総務省の公

式見解を示すものではありません。） 
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日本経済中期見通しに関する調査研究 

 

要約 

 

1. 最近10年間の日本経済の平均実質経済成長率は1%台の低い伸び率に留まってきた。

過去 10 年間のデータを用い、コブ・ダグラス型生産関数を推計し、資本、労働、全要

素生産性の成長率への寄与度を求めた。生産関数を用いて予測した今後5年間の平均成

長率は 1%程度で、技術革新や規制緩和により、全要素生産性が伸びれば、成長率が上

乗せされよう。 

 

2. 物価の下落が続いている。需要の弱さに起因する需給ギャップの大きさ、安い輸入品

の増加、規制緩和による通信費用の低下に加えて、株や不動産のような資産価格が低下

しているためである。このような中では、企業は収益や設備投資を伸ばせず、銀行は不

良債権を減らすことができない。 

 

3. 米国では2002年から2006年までは、米国の実質経済成長率は2%台の緩やかな伸び

が続くと見られる。米国は、2002年度から財政赤字に転じた。財政赤字と経常赤字の双

子の赤字は、ドル安要因となりうるが、日本経済も力強さを欠くため、円の上昇圧力は

限られると見られる。 

 

4. 今後5年間、日本の税制は増減税が中立で、平均名目成長率が1%程度とすると、税

収は大きくは伸びないと予想される。公共事業を中心とした歳出削減努力は行われるも

のの、税収の落ち込みを補うには至らず、新規国債の発行額は年間30兆円を超えよう。

政府が発行する国債を家計が購入し、国債の低金利が当面続くと見られる。 

 

5. 研究開発と規制緩和の促進は、需要と供給の両面を拡大させる効果を持つ。ただし、

規制緩和を日本全国で行おうとすれば、数多くの制度改正が必要で、実施に時間がかか

る。そこで、地域の自主性を尊重した構造改革特区の導入が計画されている。順調に進

めば、構造改革特区は 2003 年度から実施される。これらが全国に先駆けたパイロット

ケースとして注目され、規制緩和地域が拡大したり、全国で行われたりすれば、成長率

押し上げに働こう。2005年度から2006年度にかけて、これらの効果が現れよう。 

 

6. 日本経済の実質成長率は、2002年度から2005年度まで1%前後の低い伸び率となろ

う。規制緩和の効果が出始めるのは 2006 年度で、個人消費や民間設備投資の回復によ

り、成長率は2%前後に上向こう。物価下落が止まるのは、2006年度になってからと予

測する。米国経済の 2%台の成長率を前提としているため、輸出は堅調に推移しよう。

リスクとしては、日本の規制緩和が進まないことと、米国の実質成長率が下ぶれするこ

とがあげられる。この場合は、2006年度の日本の実質成長率が低くなり、デフレからの

脱却が後ずれすることとなろう。 



Study of Japan’s Medium-term Economic Outlook 

 

Abstract 

 

1. The average growth rate of the Japanese economy for recent 10 years has been as 

low as 1%. Using the recent 10-year economic data, we estimated a Cobb-Douglas 

production function and calculated contributions of capital stocks, labor force and 

total factor productivity to the growth. Based on the result, the average growth rate 

for the forthcoming 5 years (from fiscal 2002 to fiscal 2006) is likely to be 1%. If total 

factor productivity increases through technological innovations and deregulation, the 

GDP growth rate will be pushed up.  

 

2. Prices continue to be declining because of the gap between weak demand and 

excessive supply, increases in cheap imported products, drops in communications 

fees after deregulation and deflation of prices for assets such as stocks and real 

estates. Under such circumstances, firms cannot make profits or invest in plants and 

equipment, and banks cannot reduce the amount of bad loans. 

 

3. The US economy should moderately expand by around 2% from 2002 to 2006. The 

US federal budget went into deficits in 2002. The twin fiscal and current account 

deficits could be a reason for depreciation of the US dollar. However, the Japanese 

economy is sluggish, and appreciation of the yen therefore should be limited. 

 

4. Japanese tax revenues probably will not increase so much from fiscal 2002 to fiscal 

2006, assuming that tax hikes and cuts will be neutral and the average nominal 

growth rate will be less than 1%. Although the Japanese government is trying to 

reduce expenditures in areas such as public works, the shortfall in tax revenues 

should exceed outlay reduction and the government would have to issue more than 

30 trillion yen government bonds each year. Households are anticipated to buy 

issued government bonds and the low interest rates will probably persist. 

 

5. The promotion of research & development and deregulation expands supply and 

demand in the Japanese economy. If the government decides to carry out nationwide 

deregulation, it would have to change a lot of laws and rules, spending much time in 

the process. It is instituting special zones for structural reforms, with respect for the 

ideas of local governments. Special zones for structural reforms will be instituted 

beginning in fiscal 2003. If experiments in special areas have good results and 

deregulation is expanded to other areas or nationwide, the growth rate will be 

pushed up. Such effects will start to appear around fiscal 2005 or 2006.  



 

6. The growth rate of the Japanese economy is expected to be around 1% over fiscal 

years of 2002 - 2005. In fiscal 2006, the effect of deregulation should surface and 

increase the GDP by nearly 2%, supported by increases in personal consumption and 

private fixed investment. We forecast deflation will stop in fiscal 2006. Exports will 

increase constantly, assuming 2% growth for the US economy. Risk factors are: 

deregulation in Japan does not progress, and the US growth rate is below 2%. In 

such cases, the growth rate of the Japanese economy in fiscal 2006 will be lower and 

delay recovery from deflation to later than 2006.  
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1 日本経済の潜在成長率の推計 

 

2002 年度から 2006 年度までの経済成長率予測を行うための前提として、過

去 10 年間の実績データに基づいた日本の潜在成長率の推計を行う。ソローの

成長理論に基づき、コブ・ダグラス型生産関数を推計し、過去の資本、労働、

その他の寄与に分解する成長会計の手法を用いる。一般的なマクロの生産関数

は以下のような形で表される。 

Y = eλtL1-αKα 

(Y は産出量、L は労働投入量、K は資本ストック、λは技術進歩、αは資本の

生産弾力性) 

上式の両辺を L で割り、自然対数を取った上で、四半期データを用いて推計し

た。図表 1 は、この推計式を用い、過去 10 年間の実質成長率を資本、労働、

全要素生産性の寄与に分解している。 

ここでの全要素生産性は、実質成長率から、資本ストックの貢献と労働投入

の貢献を引いた残差である。これは、考案者にちなみソロー残差とも呼ばれ、

技術進歩、規制緩和の効果、稼働率の変化等、資本でも労働でも説明できない

部分の総和である。 

 

ln(Y/Lh) = 6.4681 ＋ 0.0026 TimeTrend ＋ 0.1998 ln(K/Lh)  

 (13.6257 )  (3.7566 )   (3.6232 ) 

Y 実質 GDP 

K 民間資本ストック 全産業 

L 全産業就業者数 

h 全産業労働時間数 

TimeTrend タイムトレンド 1990Q1 = 1 

推計期間 1990Q1 – 2001Q4 

R2 = 0.9841, DW =1.627
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図表1 実質成長率への寄与
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 1992 年度以降、資本ストックは成長に対して、ほぼ 1%前後の寄与をしてき

た。全産業の資本ストックの残高が増加を続けたためである。一方、労働投入

は、1995 年度と 1996 年度を除き、ほぼマイナスの寄与をしてきた。実質成長

率が 2%を超えた二年間を除き、残業時間や雇用者の削減が続いたためである。

全要素生産性の動きは、上下に動いたときに寄与度が大きくなることが観察で

きる。1995 年度と 1996 年度では、全要素生産性の貢献が大きい。この二年間

は、阪神大震災からの復興、移動体通信や大型小売店の規制緩和が効果を発揮

したと見られる。1998 年度と 2001 年度は実質成長率がマイナスとなり、その

中で、全要素生産性の押し下げが目立つ。1998 年度はロシア危機を挟んだ為替

の急速な変化や金融不安があり、2001 年度は世界的な IT 不況があった。この

ように、全要素生産性は、技術進歩以外にも種々の変化を含んでいることがわ

かる。過去 10 年間のデータに基づく日本経済の潜在成長率は、以下のように

なろう。 

資本ストックの寄与 0.5 – 1.0% 

労働投入の寄与 -0.1 – 0.0% 

全要素生産性の寄与 0.5 – 1.0% 

潜在成長率  1.0 – 2.0%程度 

 次節で、供給サイドから見た成長率の前提となる資本ストックや労働投入の

動きについて分析し、今後、それぞれがどれほど成長するかを予測しよう。 

 

2 供給サイドから見た成長の可能性 

 

2.1 資本ストック 

 資本ストックの伸びは、新設された設備と減価償却や廃棄された設備との差

である。企業が設備投資を行えば、資本財出荷の増加という形で需要が拡大し、

資本ストックの増大により供給能力も拡大する。そのため、設備投資と資本ス

トックが同時に伸びているときは、成長率を押し上げる。 

 図表 2 は、資本ストックの伸び率と設備投資の伸び率の関係をグラフにした

ものである。1980 年代後半の設備投資ブームを反映して、1991 年は資本スト

ックが 8%以上増加した。1994 年まで設備投資の減少が続き、資本ストックの

伸び率は 4%前後まで低下した。1990 年代半ば以降の資本ストックの伸び率は、

3-4%のレンジとなっている。 

図表 3 は、民間資本ストックのビンテージ(設備の設置時期からの経過年数を

示し、更新投資の強さを測る際の尺度となる)の推移を示している。これによれ

ば、ビンテージは 1990 年代後半から上昇を続け、特に 2000 年から直近までは

急激な上昇を示している。このことから、企業が更新投資を手控えていること

が伺える。特に、生産能力拡大のための設備投資が増えていない理由として、

需要不足、バランスシート調整の問題、金融システム不全の問題、海外への投

資と現地生産等があろう。バランスシートや金融システムの問題は、資産価格



 －3－ 

下落や物価下落に関係しているため、「3.1地価下落とデフレーション」を参照。 

 

 

 図表 4 に示されるように、製造業の海外直接投資は拡大傾向にある。日本の

製造業は、1980 年代は、円高進行下で、ASEAN に輸出拠点を求めて直接投資

を行い、1990 年代後半以降は、対外開放政策と高成長を続ける中国に市場開拓

や低コストでの生産拠点を求めて直接投資を行っている。製造業が、製造コス

トの安い国に生産拠点を移し、そこで生産した製品を日本や欧米諸国に輸出す

ることを意味する。海外生産と輸出の関係については、「3.3輸出入の動向」を

参照。 

図表2 設備投資と資本ストックの伸び率
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もし、製造業が、国内工場を閉鎖し、海外工場を拡張し続ければ、日本の資

本ストックが海外に移ってしまい、日本国内の資本ストックが伸びなくなるこ

とを意味する。ただし、製造業は、戦略的な観点から、海外生産にまわす品目

と国内で製造し続ける品目を明確に区別している。工作機械、国内市場向け自

動車、最新のエレクトロニクス製品等は、国内で生産され続けている。2006

年度までの 5 年間では、製造業は、過去のように国内で低費用大量生産をする

ための生産施設の拡張投資は行わないが、付加価値が高い製品の製造拠点への

設備投資は継続すると見られる。規制緩和により非製造業の設備投資の増加が

期待される。 

1990 年代後半の資本ストックは、設備投資の増減があっても、平均で 3-4%

程度増加してきた。今後 5 年間も、戦略的な重点投資や規制緩和の効果等で、

資本ストックがこれに準じる伸び率で伸び続けると見られる。 

 

2.2 労働投入 

厚生労働省が 2002 年 1月に発表した 2050 年までの「将来推計人口」におい

ては、2001 年の出生率を 1.34人と試算したが、実績値は 1.33人と現実が予測

を下回り続けている。このような少子化が、直ちに成長率の押し下げに働くよ

うな論調も見られる。ただし、労働投入は中期と長期に分けて考えることが妥

当であろう。少子高齢化は、長期間では労働力不足の原因ともなろうが、2006

年度までの 5 年間では、少子化問題よりは、失業と就業のミスマッチや、労働

時間といった要因が労働投入を決定するより重要な要因となろう。 

図表 5 より、最近の就業者数の推移を見ると、就業者数が 1999 年度から 3

年連続で減少している。企業収益が伸びないため、企業が過剰人員を整理して

いることがあげられる。構造不況業種から労働者が労働市場に供給される一方

で、IT を中心とする新産業が新雇用者を吸収する動きもある。ただし、新産業

では、プログラム能力等の技術や能力が必要とされることが多い。労働市場に

いる人材に、必要な能力が備わっていない場合、企業は雇用を伸ばせない。こ

のように、専門化の中で、企業が求める人材が求職者の能力と一致しないケー

スや、一致していても双方の存在をお互いに認知できないケース、その他企業

と労働者それぞれの選好によるケースにより、ミスマッチ失業が生じている。 

今後 5 年間に関しては、新しい産業のニーズに合わせた職業再訓練や能力の

ある女性の積極的登用といった手段で、就業の機会を増やすことが行われよう。

また、特定能力を持つ人材を派遣社員や契約社員の形で雇用することもますま

す増えよう。雇用形態や労働時間を柔軟にすることは、企業の採用を容易にす

る働きがあろう。 

図表 6 より、労働時間の推移をみると、1990 年代初めに、週休二日制の広

がりで所定内労働時間が減少し、その後の景気後退期には残業時間を中心とす

る所定外労働時間が減少した。企業は、景気が上向いたときに、雇用の増加よ

りは残業時間の増加をバッファとして使う可能性が高い。 

就業者数と労働時間を掛け合わせた労働投入量は、今後 5 年間はほぼ横這い
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か若干のマイナスになると見られる。最近 5 年間の労働投入は、前年比でほぼ

横這いないし減少となってきた。この傾向が続くと見られる。 

 

 

 

 

2.3 全要素生産性 

 全要素生産性は、資本ストックや労働投入の伸びで説明できない成長率の押

し上げ部分である。技術進歩や外的環境の変化が含まれる。現在、政府は、規

制緩和や民営化を進めている。今後、規制緩和の効果が全要素生産性として、

成長を押し上げることが予想される。詳細は、「3.7 規制緩和の効果」を参照。 

 

2.4 供給サイドの成長率試算 

 今後 5 年間の資本ストック、労働投入、全要素生産性の伸びを仮定した上で、

供給サイドから見た成長率を試算しよう。資本ストックの伸び率は 3-4%、労

働投入の伸び率は 0%と仮定する。推計されたコブ・ダグラス生産関数の推計

値によれば、αは 0.2 程度である。 

αK’ + (1-α)(Lh)’+ 全要素生産性の伸び率 が求める成長率である。αK’ + (1-

α)(Lh)’の部分が 0.6%から 0.8%程度である。過去 10 年間のように、全要素生

産性の伸び率が 0.5%から 1.0%であれば、成長率はこの分、上乗せされること

となろう。規制緩和が、どのような形で成長率を押し上げるかは、「3.7 規制緩

和の効果」で説明する。次節では、需要サイドや外部要因が、日本経済にどの

ような影響を及ぼしているかを分析したい。 
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3 日本経済に影響を及ぼす各種の要因 

 

3.1 地価下落とデフレーション  

国内の物価動向を総合的に示すGDP デフレータは過去 10 年間の内 7年間マ

イナスの伸びとなった。消費税率引き上げにより一時的に上昇した 1997 年度

を除くと 1994 年度以降ほぼ一貫して物価の下落が続いている状況となってい

る。 

また、家計が購入する商品やサービスの物価動向を示す消費者物価指数（生鮮

食品を除く総合）（以下 CPI）でも 1998 年度以降 4 年連続でマイナスとなった

ほか、企業が取引する製品の物価動向を示す卸売物価指数（以下 WPI）も下落

傾向が続いている。図表 7 より、それぞれの物価指数の動きを比較すると、

WPI が先行し、次いで GDP デフレータ、CPI が後追いするかたちとなってい

る。これは国内卸売物価指数が企業間取引による商品価格のため需給をダイレ

クトに反映するのに対して、GDP デフレータや CPI は硬直的な人件費が大半

を占めるサービス価格も含まれるため、価格調整にある程度のタイムラグが生

じる要因となっている。 

 

 

日本経済は、現在、デフレの状態にあるといえる。実質平均成長率は年率 1％

を下まわり、物価下落と経済成長率の低下が同時に進行している。こうした物

価下落の要因については、安い輸入品の増大など供給面の構造要因、景気の弱

さからくる需要要因、銀行の金融仲介機能低下による金融要因、さらに地価下

落による資産価格要因があげられよう。 

図表7 物価指数の動向
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まず、需要面では個人消費や設備投資など最終需要の低迷が物価を押し下げ

る要因となっている。資本、労働、技術力などから推計された供給能力が需要

能力を上回るギャップが発生している。こうした総需要の不足が物価を下落さ

せる要因となっている。 

近年では需要面以外の効果も物価下落の一因となっている。そうした要因の

一つとして、安い輸入品の増加により貿易財の価格が下がることや、技術進歩

や生産性の向上により製品価格が下がることなど供給面の効果があげられる。

特に中国などアジア諸国の経済発展により、安価で品質の良い製品が生産され

るようになりそれらが日本へ多く輸入されたため、当該製品の価格を押し下げ

たものとみられる。図表 8 より、日本の国内販売に占める輸入製品の割合を示

す輸入浸透度を見ると、以前より輸入浸透度の高かった精密機械製品や繊維製

品に加えて、ここ数年で日本の主要産業である電気機械製品が急上昇している

ことが分かる。また、図表 9 より、過去 5 年間の消費者物価変動率を費目別に

みると、衣類や電気製品を含む家具類（家庭用電気機器）や教養娯楽（テレビ、

パソコン等）の物価が低下していることが分かる。また、生産性の向上につい

ても、規制緩和の実施された通信業界では、ブロードバンドなどの普及により

通信料金の引下げがなされており、生産性の向上が一部の物価水準を引下げて

いる様子がみてとれる。一方で、規制緩和の進まない教育や医療などの分野で

は、逆に物価が上昇している構図となっている。 

このようにマクロ全体では、需要の低迷により物価の低下が続いているもの

の、最近では輸入品の増加や生産性の向上などにより、物価をさらに下押しす

る要因となっているものとみられる。 

 

 

 

図表9 消費者物価指数変動率

（97～2002）
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また、近年の長引くデフレの要因の一つとして、株や不動産等の資産価格が

下落していることがその背景にある。株価は 1990 年頃をピークに 3 分の 1 以

下の水準にまで下落している。また市街地価格指数（全用途平均）による地価

も、株価に約 1 年遅れてピークを迎え、現在その約 6割まで下落している。特

に地価は、土地神話により戦後一貫して上昇を続けていたため、バブル崩壊に

よる調整過程はより大きいものとみられる。また、地価の下落は賃貸価格の下

落を通じて、消費者物価などにも影響を与える。図表 10 より、賃貸価格の推

移を地価と比較すると、オフィス用賃貸価格は地価の下落を後追いするかたち

で低下していることが分かる。また、居住用は地価の下落にも関わらず、プラ

スを維持していたが 1999 年以降マイナスに転じた。このように、地価の下落

は1992年以降10年連続で下落を続けており、全国的に下げ止まってはいない。

図表 11 は地域別のオフィス賃料の推移を示したものであるが、大阪圏では低

下幅が拡大しているものの、東京圏、名古屋圏では 2000 年以降低下幅が縮小

している。この要因としては、地価下落により都市回帰の流れが起こりつつあ

ると考えられる。また政府は 2002 年 6月 21 日に発表された『経済財政運営と

構造改革に関する基本方針 2002』において、大都市が国際競争力を持ち、地方

が個性ある街づくりを行うため、都市再生のための政策を重点的に実施するよ

う提起した。具体的には 2002 年 6月 1 日に施行された『都市再生特別措置法』

に基づき、重点的に整備を行う地域を「都市再生緊急整備地域」と指定して、

民間主導のもと容積率の緩和や政府系金融機関による金融支援などにより都市

再生を図っていく。「都市再生緊急整備地域」には東京駅・有楽町駅周辺など全

国で 17 地域(図表 12)が指定され、職住近接やバリアフリー、都市緑化など魅

力ある都市に生まれ変わるべく整備が行われる予定である。このように都市の

魅力が再発見されれば都市部への需要が高まり、地価も下げ止まることが期待

されている。 

 

図表10 賃貸価格推移
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図表11 オフィス賃料指数
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一方で、首都圏を中心に大型のオフィスビルが次々と完成し、オフィスの過

剰供給が懸念されている。これはいわゆる「2003 年問題」といわれるものであ

る。森ビルの調査によると、2003 年には東京 23区内で、床面積が 1万平方メ

ートル以上の大型ビルが約 40 棟完成し、その総面積は 218 万平方メートルに

及ぶ予定である(図表 13)。これはバブル崩壊直後の 183万平方メートルを大幅

に上回り過去最大の規模である。また、地方においても 2003 年に札幌で、2007

年に名古屋で大型ビルが相次いで完成する予定である。さらに、ニッセイ基礎

研究所[2002]の調査によると、東京 23区内のオフィスワーカーは 2000 年から

2005 年にかけて 4万 4千人、2005 年から 2010 年にかけて 12万 7千人減少す

ることが見込まれている。このようなオフィスの供給過剰と勤労者の減少が既

存の中小ビルの賃料引下げと地価の下落をもたらすおそれがある。 

また会計基準の変更が地価の下落要因となる可能性がある。新会計基準の一

つとして減損会計が早ければ 2003 年度から導入される予定となっている。減

損会計とは、保有する固定資産の収益性が低い場合、その含み損を損失処理す

る会計方式である。これによると収益性の低い土地を保有している場合は、そ

の土地の含み損を損失として計上するか、売却や証券化を通じてオフバランス

するかの選択を迫られる。多くの企業はバブル期の不動産投資により多額の含

み損を抱えていること、賃料の下落を通じて収益性が低下していることなどを

考慮すると、減損会計が義務化される 2005 年度までに企業の抱える土地の売

却が進むであろう。このように減損会計の導入は地価下落要因となるものとみ

られる。 

 

図表13 東京23区オフィス供給量推移
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図表12　都市再生緊急整備地域一覧

東京駅・有楽町駅周辺地域

環状２号線新橋周辺・赤坂・六本木地域

秋葉原・神田地域

東京臨海地域

新宿駅周辺地域

環状４号線新宿富久沿道地域

大崎駅周辺地域

横浜みなとみらい地域

名古屋駅東地域

大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域

難波･湊町地域

阿倍野地域

大阪コスモスクエア駅周辺地域

堺鳳駅南地域

堺臨海地域

守口大日地域

寝屋川市駅東地域

（出所）内閣府
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総じてみると、都市再生は職住近接などを通じて都市の効率性を高めるものの、

大規模な都市開発はオフィスの供給過剰などを通じてデフレ圧力となる可能性

があるだろう。また、減損会計の導入により土地の供給が進むことから全体と

して地価の下落圧力は依然として高いものとみられる。 

最後に、デフレが実体経済に与える影響を考える。企業は不況下で過剰な債

務を抱えているが、デフレにより返済原資となる利益が伸びずに実質債務が増

大している。また利益の低迷により勤労者の賃金が低く抑えられ、企業は売上

を伸ばそうとして製品価格をさらに引下げる。この結果、さらなるデフレを引

き起こし、不況を深刻化させる。このように物価の下落と実質債務の増大が同

時に起こり、不況を深刻化させる状況を「デット・デフレーション」という。 

図表 14 と図表 15 は、企業の過剰債務を試算したものである。計算は大西他

[2002]、行天[2002]などをもとに 郵政研究所が行った。  

過剰運転資金 = 短期借入金－（売上債権＋棚卸資産－仕入債務） 

過剰設備資金 =（長期借入金＋社債）－（キャッシュフロー×適正返済期間） 

キャッシュフロー = 経常利益×50％＋減価償却費 

なお、適正返済期間は安定成長期間である 1976～85 年の（長期借入金＋社債） 

÷キャッシュフローにて導出。製造業の適正返済期間は 14四半期。 

それによると、製造業については全期間を通じて過剰債務がほぼゼロである

のに対して、非製造業の過剰債務はバブル期以降急拡大し、最大 150兆円近く

まで増加した。特に、過剰設備資金はバブル期以前はほとんどみられなかった

ものの、バブル期以降大きく増加し、非製造業の過剰債務の主たる要因となっ

ている。非製造業が多額の過剰債務を抱えている理由は、不動産、小売、建設

などの業種が、バブル期に不動産投資を急拡大させたためと考えられる。ただ

し、1998 年以降は過剰債務が減少に向かい、2002 年現在、過剰債務は 100兆

円前後まで減少してきている。これは、企業がキャッシュフローを債務返済に

充てていること、不振企業の法的整理、債権放棄などで不良債権処理が行われ

ていることなどの要因が挙げられる。 
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貸し手側の資料から過剰債務の状況を確認する。図表 16 は金融庁がまとめ

た全国の金融機関の不良債権推移であるが、不良債権の指標の一つであるリス

ク管理債権額は年々増加し、2002 年 3 月期は総額で 53 兆円まで達している。

これは、大手銀行に対する特別検査実施により不良債権の基準が厳格化したこ

となどの要因もあるが、デフレにより企業収益が悪化し債務返済の原資となる

キャッシュフローが不足していること、地価下落に伴う担保価値の下落により

保全不足が生じていることが大きな要因と考えられる。近年、特に地方銀行や

信金・信組などにおいて不良債権の増加が目立っており、中小企業を中心にデ

フレの影響が現れている。また、全国銀行の不良債権の業種別内訳を示したも

のが図表 17 である。それによると都長銀の不良債権は不動産業、小売業、建

設業の 3 業種で全体の約 6 割を占めている。また、サービス、金融･保険など

生産性が低く過剰な債務を抱える業種も含めると、全体の約 8割を占めること

から非製造業を中心とした生産性の低い企業がデフレの影響を大きく受けてい

ることが分かる。 

こうした不良債権問題の解決のため、政府は主要行の破綻懸念先以下の債権

について、既存分は 2 年、新規発生分は 3 年以内にオフバランス化することを

求めている。さらに不良債権処理促進のため新規発生分について、原則 1 年以

内に 5 割、2 年以内にその太宗（8 割目途）についてオフバランス化すること

となった。こうした施策により不良債権処理は加速するであろうが、前述の通

りデフレが続く限り新たな不良債権が発生することとなるだろう。金融機能の

正常化を図り、成長産業に資金を分配するため、金融機関の不良債権をオフバ

ランス化することも重要であるが、不良債権の発生源となっているデフレを止

めることが不良債権問題の解決のためには不可欠である。 
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図表16 リスク管理債権の動向
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図表17 業種別リスク管理債権構成比
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3.2 米国経済、為替レートの動向 

米国経済は 10 年間にわたる長期の景気拡大が続いたが、2000 年の ITバブ

ルを頂点として 2001 年 3 月に景気後退局面に突入した。この調整局面では不

振に陥った企業部門と予想以上に健闘した家計部門という二極化が生じたこと

が特徴である。設備投資は 2000 年第 4 四半期以降、約 2 年間マイナス成長と

なっているが、その間個人消費は平均 2％以上の成長と米国経済を下支えして

いる。この後退局面は、FRB の計 4.75％、11 回にわたる金融緩和や所得税減

税、国防支出の拡大などにより、2001 年末にも回復の兆しがみられたものの、

米国経済の回復が長期化するかは依然予断の許さない状況が続いている。エン

ロンに端を発した企業の会計不信は株価の下落を招き、今まで堅調であった個

人消費にも陰りがみられる。 

家計部門は、2001 年以降堅調に推移しているが、その背景としては住宅価格

の安定がある。米国では住宅を担保として種々の消費者ローンが利用されてお

り、それにより調達された資金が消費の源泉となっている。特に 2001 年以降、

金融緩和により金利が低下したため住宅ローンの借換えが活発化し、新規の資

金調達が行われた。こうした状況が今後も続くかどうかが消費の先行きを示す

分かれ目となるが、一戸建て住宅価格指数（図表 18）をみると前年比でプラス

であるものの、2001 年をピークとしてその伸び率は縮小している。すでに金利

は歴史的な水準まで低下していることから、今後住宅価格の調整がさらに進み、

住宅価格が下落するようだと住宅ローンによる資金調達が難しくなる可能性が

ある。さらに、借入れの増加により家計の負債残高も増加しており、ローンの

返済負担により消費が圧迫されるおそれもある。このように株、土地など資産

価格が低迷するようだと、家計のバランスシート調整が長引くため、消費の伸

びもゆるやかなものに止まるであろう。 

 

企業部門は、1990 年台を通じてＩＴ関連を中心に設備投資が活発であったが、

図表18 一戸建住宅価格指数
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2000 年後半からマイナス成長となっている。2000 年以降企業収益の低迷に合

わせて設備投資が減少している。こうした過剰設備のストック調整の先行きは、

既に 2 年近く調整が行われていること、ＩＴ資本は比較的設備の更新サイクル

が短いことなどから企業部門は回復に向かうとみられる。ただし、株価の下落

などにより資本コストは上昇していること、家計部門の先行き不安から期待成

長率が低下していることなどから、以前のように企業が積極的に設備投資を活

発化させることは考えにくい。 

今後の米国経済は家計部門、企業部門ともにストック調整が進むとみられる

ことから、1990 年台の高成長は期待できないものの、移民の増加や柔軟な経済

システムなど米国経済の強みは依然として健在であることから、2002～2006

年度にかけて 2.0～2.5％の成長が達成されると予測する。 

為替レートは、物価、金利、マネーサプライ、景況感、貯蓄投資バランスな

ど様々な要因が複合的に絡み合い決定される。日米のファンダメンタルズはと

もに力強さに欠けるとみられるため、金融政策は両国とも当面緩和政策が継続

されるであろう。ただし、日本の金利引下げ余地は限られるため、日米の金利

差は縮小方向に向かうであろう。また、米国のファンダメンタルズで注意すべ

きは、経常収支と財政収支の双子の赤字が顕在化していることである。経常収

支（図表 20）の赤字は拡大しつづけており、2000 年度は 4000 億ドルを超え

る水準まで拡大した。一方、財政収支（図表 21）は税収の増加を背景に 1998

年度から 4 年連続で財政収支の黒字を達成していたが、2002 年度は税収の落

ち込み、国防支出の拡大などにより財政赤字に転じる見込みである。このよう

な多額の貯蓄不足をファイナンスするためには、海外からの潤沢な資金の流入

が不可欠であるが、株価など資産価格の下落が海外からの資金流入圧力を弱め

る可能性がある。一方、日本経済も力強さに欠けるため量的緩和を中心とした

金融政策が引き続き採られるとみられ、円高が急激に進むことは考えにくい。

したがって、為替レートの動向については円高リスクがあるものその効果は限

定的なものにとどまるであろう。 

図表20 米国経常収支
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3.3 輸出入の動向 

日本の経常収支は 1998 年度から 2001 年度にかけて減少した。その大きな要

因は、経常収支の内でウェイトの大きい貿易収支が減少したためである(図表

22)。特に最近では NIES、ASEAN、中国などアジア諸国の経済発展に伴いこ

うした国々からの輸入が急増している。こうした近年の貿易収支の減少から、

我が国製造業が人件費の安いアジア諸国に生産拠点を移し、産業の空洞化が進

んでいるとの論調もみられる。一方で、経済のグローバル化により国際分業が

進み、アジア諸国では労働集約的な低付加価値財を生産し、我が国の製造業は

高付加価値製品にシフトしているとの見方もある。そこで本節では我が国の輸

出入の構造を概略し、中期的な輸出入動向の把握を行う。 

図表 23 と図表 24 は、地域別の輸出入のシェアを示している。輸出に関して

は、1990 年代前半から NIES、ASEAN の

輸出シェアが上昇した。また、近年では中

国の輸出シェアが急進しており、直近では

ASEAN を上回るシェアとなっている。一

方で米国は依然として最大の輸出国である

もののシェアはほぼ横這いとなっている。

次に、輸入シェアをみると、従来は原油の

輸入のため中東などからの輸入比率が高か

ったものの、そのシェアは年々低下してき

ている。一方で、中国の輸入シェアは 1990

年以降大幅に伸びており、直近では米国と

ほぼ肩を並べる水準まで上昇している。こ

のように、地域別の輸出入の構造をみると、

輸出入ともアジア地域の占める割合が大き

くなっていることがわかる。 

図表22 経常収支の推移

-10

-5

0

5

10

15

20

25

30

1
9
8
5

1
9
8
6

1
9
8
7

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

2
0
0
6

貿易収支 サービス収支 所得収支

経常移転収支 経常収支

（出所）財務省「国際収支統計」

（兆円）

（年度）

予測

図表23 地域別輸出シェア

0

10

20

30

40

50

60

1
9
8
0

1
9
8
2

1
9
8
4

1
9
8
6

1
9
8
8

1
9
9
0

1
9
9
2

1
9
9
4

1
9
9
6

1
9
9
8

2
0
0
0

2
0
0
2

（年度）

NIES ASEAN4

中国 米国

ＥＵ その他

（出所）財務省「貿易統計」

（％） 図表24 地域別輸入シェア
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この要因を国内企業の海外進出による影響から検証する。図表 25 は日本の

海外生産比率の推移であるが、製造業の海外生産比率は年々上昇し、2000 年度

は 13.4％（2001 年度の見込みは 14.3％）となっている。また業種別にみると、

自動車等が 31.1％と最も高く、電気機械が 21.9％と次いで高く、国際競争力の

高い企業の海外生産比率が高くなっている。一般に、海外生産の拡大は①輸出

代替効果、②輸出誘発効果、③逆輸入効果をもたらす。①は今まで日本から輸

出していた完成品を代わりに海外から第三国に輸出することで日本の輸出を減

少させる。②は日本企業が海外生産を行うために資本財や中間財を日本から受

け入れることで日本の輸出を増加させる。③は海外生産された完成品を日本国

内で販売するために輸入することで日本の輸入を増加させる。以上より、①と

③は日本の貿易収支を減少させる効果があるのに対して、②は日本の貿易収支

を増加させる効果がある。 

これを 製造業現地法人からの日本向け輸出を逆輸入額、製造業現地法人への

輸出額を中間財輸出額とすると、逆輸入額、中間財輸出額ともに年々増加して

いることが分かる(図表 26)。また、中間財輸出額は逆輸入額を大きく上回って

いることから、輸出誘発効果と逆輸入効果という二面からみると、海外生産は

日本の貿易収支を増加させる効果を持つことが分かる。アジア地域では、輸出

と輸入が同時に増加する現象が起きており、日本から部品や設備を導入して、

完成品を日本や第三国に輸出するという垂直分業の体制が確立していることが

観察される。 

 

 

 

 

図表25 日本の海外生産比率の推移
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図表26 逆輸入額及び中間財輸出額
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さらに輸出代替効果については、磯貝他[2002]において日・米・東アジアの

地域間貿易を VAR モデルを用いて検証しているが、それによると日本から東

アジアに中間財や資本財が輸出され、東アジア域内での生産分業が行われた後、

米国に完成品が輸出されるという貿易フローが存在することが示唆されている。

輸出において日本のアジアに占める割合は年々増加しているものの、アジアの

輸出は米国景気に影響されやすい。したがって、日本の輸出も従来どおり米国

の経済動向に左右されるという構造は当面変化しないものとみられる。 

次に産業別の輸出輸入構造を示した貿易特化係数により、産業別の比較優位

度を確認する(図表 27、図表 28)。貿易特化係数は、全貿易量に対して輸出が輸

入をどれだけ上回っているかを示す指標で、貿易特化係数が 100 の場合は輸入

がゼロとなる。貿易特化係数を産業別にみていくと、貿易特化係数の高い自動

車、輸出超過であるが低下傾向にある電気機械・精密機械、輸出超過で安定し

ている金属・化学などの素材産業、輸入超過の食料品、繊維製品といった構造

となっている。この内、我が国の貿易量の大きい電気機械、精密機械は 1992

年頃から急激に落ち込んでいる。特に事務用機器（パソコン等）、通信機などＩ

Ｔ関連の完成品はアジアの経済発展により、貿易収支はほぼゼロとなっている。

一方で半導体、科学光学機器（コピー機等）など部品、高付加価値製品の貿易

特化係数は低下傾向にあるものの依然として高いままとなっている。また、自

動車は環境技術などで先行しており、自動車部品など集積効果の高い産業であ

ることから、現在最も国際競争力の高い産業となっている。 

こうしてみると、製造業においては低付加価値製品から高付加価値製品への

移行が進み、NIES、ASEAN、中国などそれぞれの国の経済発展度に応じて国

際分業が確立しているといえる。したがって我が国の輸出動向は、供給面より

需要面の要因により影響を受けるとみられる。近年、アジアの経済発展により

アジア諸国の所得が増加し、新たな消費先として期待されているものの、前述

の通り、当面日本の輸出は米国経済の動向に左右される状況が続くであろう。 

図表27 貿易特化係数
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（注）貿易特化係数＝（輸出－輸入）／（輸出＋輸入）×100

図表28 貿易特化係数
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3.4 財政赤字の動向 

政府の長期債務残高は年々増加し、財務省によれば 2002 年度末の公債残高

は 414兆円となる見込みである。更に、公債に長期債務を合わせた残高も 528

兆円と、一貫して増加し続けている（図表 29）。政府の歳出と税収の大幅なギ

ャップを公債で埋めるという現在の構図が改善されなければ、今後もこの流れ

は続くこととなろう。 

 図表 30 は、法人税、所得税、消費税の合計の対前年度増加率と名目 GDP 成

長率を比較したものであるが、税収は景気に左右されるところが大きい。税収

伸び率は、名目 GDP 成長率が増加するときはそれ以上の伸び率で増加し、逆

に名目 GDP 成長率が減少するときはそれ以下の伸び率となるなど、成長率に

対する弾性値が高いことがわかる。2005 年度までの名目 GDP の伸び率は 1%

程度の低率にとどまると予想される。今後 5 年間で増減税が中立との前提のも

とでは、税収は大きく伸びないものと考えられる。 

政府の歳入が急激に増加するというシナリオは考えにくいことから、公共事

業費を中心にして、歳出を削減せざるを得ないであろう。現在のところ膨大な

公債残高を抱えたことによる利払費（国債の利子の支払いに充てられる費用）

が、2002 年度で約 9.6 兆円と一般会計歳出の 11.8％をも占め、一種の固定費

となっている。このため、一般歳出の削減努力は行われるものの、歳入歳出の

バランスがとれるレベルには至らず、今後においてもやはり公債は発行され続

け、新規発行国債は、年間 30 兆円を超えよう。ただし、財政赤字額が加速度

的に膨らむものではないと予測する。 

 

 

 

 

 

 

図表29 国の長期債務残高
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（出所）財務省「もっと知りたい。日本の財政の今～明

　　　　日」より郵政研究所作成。

図表30 税収と名目GDPの伸び率
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　　　88年以前の所得税は物品税。

（出所）財務省及び内閣府経済社会総合研究所ﾎｰﾑ

          ﾍﾟｰｼﾞより郵政研究所作成。

（注）税収は所得税、法人税、消費税。 

   88 年以前の消費税は物品税。 

（出所）財務省及び内閣府経済社会総合研究所ﾎｰﾑ 

    ﾍﾟｰｼﾞより郵政研究所作成。 



 －18－ 

わが国の財政のプライマリー･バランス（ここでは歳入から公債金収入を除

いた収入と歳出から国債費を除いた支出の収支とした。）を見てみる。日本のプ

ライマリー･バランスは1994年度以降マイナスに転じたまま一貫して赤字とな

っているものの、政府は、2006 年度前後に現状の半分程度に赤字が低下し、

2010 年代初頭には黒字化することを目指していることから、中期的には赤字が

続くものの、その赤字額は今後減少していくと予測する。 

なお、現在の名目 GDP 成長率は長期金利を大幅に下回っているものの、今

後、中期的には名目成長率は緩やかに上昇すると予測しており、これにより長

期金利との差も縮小していくことを予測する。 

債務残高が今後このまま増加した場合、市場には更に多くの国債が出回るこ

ととなり、また、国債の更なる格下げの可能性も生じる。これは、まさしく国

債価格の下落（＝長期金利の上昇）を招く可能性といえる。それでは今後、国

債価格の下落・長期金利の上昇は生じるのであろうか。 

図表 32 は、日銀「資金循環」の部門別資金過不足の対名目 GDP 比の推移で

あるが、これを見ると一般政府はいわゆるバブル期に黒字であったが、93 年度

に赤字に転落しその後一貫して赤字となっている。そして、その赤字は、家計

と企業が吸収してきたことが読み取れる。家計部門の黒字は、ここ数年減少傾

向にあるものの、一貫して安定的に黒字であり、今後も財政部門の赤字を吸収

していくというシナリオが想定される。つまり、政府が発行する大量の国債は、

家計部門の黒字が今後も安定的に吸収すると考えられ、2006 年度までに国債価

格が大幅に下落し、長期金利が大幅に上昇するということは生じないと予測さ

れる。企業部門が黒字となっているのは、企業が設備投資よりも債務返済を優

先させているためである。 

 

図表32 部門別資金過不足の推移
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（出所）日本銀行「経済統計年報」、日銀HP「資金循環」、内閣

府経済社会総合研究所HPより郵政研究所作成。

図表31 プライマリー･バランスと経済成長
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3.5 社会保障負担 

図表 33 は、国民負担率（租税負担率＋社会保障負担率）である。租税負担

率がほぼ横這いで推移しているのに対し、社会保障負担率は上昇傾向にあり、

国民負担率の増加要因は社会保障負担であることがうかがえる。今後高齢化社

会を向かえるにあたって、社会保障負担率並びに国民負担率は増加することが

予想される。なお、社会保障負担率については、経済成長と負の関係があるこ

とは実証されておらず、また、企業や団体からの徴収も含まれていることから

個人消費に与える影響について明確に予測し難いところではある。つまり、可

処分所得の減少をもたらす点から個人消費を押し下げることとなる一方、社会

保障制度の充実は、将来の安心感につながり、消費マインド改善させることと

なる。 

従って、個人消費への影響は 2004 年度に実施される次期年金再計算などの

状況次第となろう。なお、2003 年度は家計部門で医療費負担増、雇用・介護保

険料値上げ、公的年金給付額減額、人事院勧告実施に伴う公務員給与引き下げ

などによる負担増・所得減が見込まれることから、個人消費の抑制が懸念され

る。 

 

3.6 個人消費を取り巻く環境 

図表 34 は可処分所得と消費支出の対前年増加率の推移であるが、共に同様

の動きを示している。バブル崩壊で下落傾向となった個人消費は、95 年度から

上昇に転じたものの 97 年度から再度下降することとなった。しかし、99 年度

からはマイナスではあるものの、若干上向き傾向が見られる。以上の所得と消

費は「家計調査」に基づき、単身世帯や自営業者を含まないなどのバイアスが

ある。国民所得ベースで見た実質民間消費は、2006 年度まで１％程度の低い伸

び率で推移すると予測される。 
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図表33 国民負担率（対国民所得比）
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 －20－ 

賃金と失業率に関する雇用環境をフィリップス･カーブ（図表 35）でみてみ

ると、近年は右下に位置し、雇用者報酬は減少傾向にあり、完全失業率は上昇

傾向にあることが読み取れる。民間給与が減少していることに加え、公務員給

与も引き下げられることから、賃金の下落傾向は今後においても継続すること

が予測される。また、失業率が急激に上昇することは考えにくく、今後はズル

ズルと微増が続き、結果、フィリップス･カーブは、右下に伸びていくことが予

測される。 

  内閣府「国民生活モニター調査（2001 年 9月調査）」によると、消費が 1 年

前と比べ「少なくなった」と答えた家計（約 2 割）はその理由として、1 位が

「仕事・所得の将来不安、不確実性の高まり」、2位が「今後も、所得減少の見

込み」となっており、所得や仕事に関する将来不安が消費を抑制する可能性を

示唆している。そして、「今後、増税、社会保障負担引き上げの見込み」を挙げ

た人は第 3番目に多く、税や社会保障負担増加の予測も家計に対し消費抑制の

圧力を与えていることが伺える。 

 

 

 

3.7 規制緩和の効果 

構造改革には、歳出の配分見直し、規制緩和、民営化といった幅広い事項が

含まれる。そのうち、規制緩和や民営化では、成長率押し上げの即効性を持つ

場合と、時間が経過してから効果を発揮する場合がある。過去の実例を検証し

た上で、現在、検討されている規制緩和の成長率への影響を考えたい。 

 

 

 

図表34 可処分所得と消費支出の増加率
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（出所）総務庁（省）統計局「家計調査年報」より郵政

研究所作成。

図表35 賃金上昇率と失業率（ﾌｨﾘｯﾌﾟｽｶｰﾌﾞ）
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計」より郵政研究所作成。
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図表 36 は、最近約 10 年間の設備投資の伸び率を示している。この 10 年間

に二回の民間設備投資ブームが存在した。特に、1996 年から 1997 年の民間設

備投資の盛り上がりは、規制緩和に刺激された面が大きい。規制緩和により、

大型小売店の出店が緩和され、携帯電話端末の販売も自由化された。通信業、

流通業、そして携帯電話端末を製造する電気メーカーの設備投資が増加した。

さらに、携帯電話端末の売上げや家電量販店の売上げも拡大し、個人消費も増

加した。この時期は、規制緩和が供給と需要の両方を拡大させたと言えよう。

2000年から 2001 年にかけて、設備投資がもう一度拡大している。この期間は、

世界的な IT ブームの中で、日本の電機メーカーは輸出を拡大させた時期であ

る。通信業では、携帯電話で文字情報の送信が始まり、移動体通信を中心とし

た設備投資が増加した。流通に関しては、大手百貨店やスーパーが不採算店舗

を減らす一方、コンビニエンスストアや家電量販店が店舗を拡大させた。この

結果、通信業、流通業ともに、民間設備投資の増加へ寄与した。このように、

1990 年代半ばの通信業と流通業の規制緩和は、設備投資の増加を通じて、成長

率の押し上げに即効性を持った実例である。 

今後は、技術革新の促進と規制緩和の両方を行い、有望分野で新企業を育て

ることが期待されている。政府は、環境、IT、バイオテクノロジー、ナノテク

ノロジーの四分野を重点分野としている。これらの有望分野での研究が進み、

大学で開発された技術が起業につながるような基盤整備や規制緩和が行われれ

ば、技術革新が成長を牽引する形になろう。研究開発には、海外から優秀な研

究者を呼ぶことが不可欠である。外国人研究者を招聘しやすくするため、滞在

に関する規制緩和が必要となろう。 

規制緩和を日本全国で行おうとすれば、数多くの制度改正が必要で、実行に

時間がかかることが多い。そこで、規制緩和の新たな手法として、地域の自主

性と独創性を尊重した構造改革特区の導入が注目されている。規制緩和を特定

の区域で行い、全国に先駆けたパイロットケースとする目的である。多数の自

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

25

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

その他

運輸・通信

流通
民間企業設備

図表36 民間設備投資の伸び率

(前年比 %)

(出所)内閣府



 －22－ 

治体が構造改革特区の申請を行っている。これらは、国際物流、研究開発、環

境・エネルギー、医療等の分野に分かれている。国際物流では、空港や港の通

関や検疫の簡略化や 24 時間体制化、港湾利用の規制緩和を求められている。

研究開発では、外国人研究者の滞在要件の緩和、土地利用の規制緩和、大学と

企業の研究協力の条件緩和等を求めている。医療では、病院経営の規制緩和、

外国人医師や研究者の滞在要件の緩和や診療の自由化が求められている。 

順調に進めば、構造改革特区は、2003 年度から実施される。様々なインセン

ティブにより、自治体が企業の研究所誘致を競えば、日本企業の競争力強化に

つながろう。医療や教育のように全国的な規制緩和が困難な分野では、特区内

で規制緩和が行われれば、その域内の医療や教育のサービスが向上し、地域的

な需要拡大につながる可能性があろう。 

構造改革特区が 2003 年度から 2004 年度に順次実施されると仮定すれば、そ

れらの効果が出始めるのが 2005 年度から 2006 年度となろう。規制緩和は自治

体の設ける特区内に限定されるため、全国規模の規制緩和に比較すれば、効果

は限定される。モデルケースを参照して、他の自治体が追随したり、政府が規

制緩和を全国レベルに広げたりすれば、効果は拡大しよう。 

 

4 日本経済の中期的シナリオ 

 

 日本経済を供給面、需要面、外的環境について分析してきた。これらに基づ

き、2002 年度から 2006 年度までのマクロ経済のシナリオを考えたい。予測の

前提条件は以下のように想定した。 

原油価格は、中東情勢を反映して、2002 年度後半から 2003 年度前半にかけ

て、1 バレル当たり 30 ドルに上昇するが、2004 年度以降は緩やかに下落する

と仮定している。原油価格の上昇は一時的であり、世界経済や日本の輸入物価

に大きな影響は及ぼさないと仮定する。 

米国実質 GDP は、2002 年から 2006 年まで 2%前半で成長すると見込む。

2002 年の米国経済は、牽引役が住宅投資のみとなっている。低金利の効果があ

り、2003 年以降は、設備投資や個人消費が回復すると見る。米国経済成長率の

急速な落ち込みはリスクとしては存在しようが、メインシナリオではない。輸

出が成長の牽引となる日本経済にとって、米国の成長率が落ち込まないことは

利点となろう。 

円ドルレートは、2003 年度まで緩やかな円安、2004 年度以降は、対ドルで

125円前後で安定との前提とする。 

金融政策は、低金利と量的緩和を持続すると前提を置いている。卸売物価や

生鮮食品を除く消費者物価の下落が 2005 年度まで持続き、その間は、日本銀

行は、無担コールを高めに誘導することは出来ないと見ている。無担保コール

は、0.001%から 0.01%のほぼゼロ金利で推移すると見ている。 

財政政策は、公共投資を中心とする歳出の抑制が続くと仮定する。ただし、
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物価や賃金の下落が続くため、法人税収、所得税収ともに大きな伸びは期待で

きず、歳出削減に対応するため、財政赤字幅は現状からやや拡大が続き、公債

残高は増加する。すでに述べた理由で、国債の消化に問題は生ぜず、国債価格

の急落はないものと見られる。 

このような外部環境、政策の路線を前提とすれば、2002 年度から 2006 年度

までの実質成長率の平均は 1.0%に留まろう。2002 年度から 2005 年度まで、

民間最終消費がほぼ 1%前後で伸び、公共投資の削減が続き、輸出は 2%から

3%で伸びることを見込む。民間設備投資は、2003 年度に 2.6%と回復するが、

その後落ち込み、2006 年度には規制緩和の効果等で 4%に伸びると予想する。

その結果、実質成長率は、設備投資とともに増加しよう。2006 年度には、民間

消費と民間設備投資の伸び率が持ち直すことを見込んでいる。これは、構造改

革特区の効果が出始めることを見込んでいる。 

分析で述べたような様々な要因から、物価の下落は続こう。需給ギャップが

存在すること、資産価格が下落していること、賃金引き下げも行われているこ

とが複合していることがあげられる。しかも、公共事業の削減が続き、デフレ

を解消するための拡大的な財政政策が採用されないこともあげられる。構造改

革特区内の規制緩和が時間をかけて効果を発揮し、民間消費や民間設備投資が

上向くことを前提としている。物価下落に歯止めがかかるのは、こうした民需

の回復を待つ必要があろう。卸売物価、消費者物価とも、前年比で上昇に転じ

るのは 2006 年度となろう。 

米国経済の 2%台の安定した成長率を見込むため、輸出は堅調な推移となろ

う。2005 年度まで、内需の伸びが低い中で、輸出は成長率の牽引となろう。日

本の対外資産の多さから、所得収支は、毎年 8兆円前後の受け取り超過が続く

と見られる。このような結果、経常黒字の対名目 GDP 比率は 2.2%から 2.7%

のレンジとなろう。 

以上のように、今後 5 年間も、長期的な低成長率が続こう。最近 10 年間の

平均成長率が 1.1%であったことに続き、長期的停滞が続くと言えよう。資金循

環的には、経常収支の黒字、家計の黒字、財政収支の赤字が続くことになろう。

公債残高がかなりの水準に達したため、積極的な財政政策によるデフレ脱却を

目指すことはできない。財政赤字は容易には縮小しないため、国債の発行が続

くが、家計が国債を購入し続けるため、低金利が持続できる。経常黒字である

ため、円ドルレートも、大きく円安に振れることがなく、ゼロ金利政策も維持

されよう。物価下落からの脱却には、規制緩和を通じた需要と供給の拡大が数

少ない手段となろう。成長率が上向き出すのは、2006 年頃であり、それまで、

国民生活は、物価下落や低成長率と共存することとなろう。低成長率や財政赤

字の拡大が続いても、経済危機や国債価格の暴落が起きない理由として、家計

貯蓄の黒字、貿易黒字、資本収支の受取超過がバッファとして機能しているこ

とがあろう。 

リスク要因としては、米国経済の成長率が下振れする場合、日本の構造改革

特区の効果が十分に出ない場合があげられよう。米国経済の成長率が 2%に達
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しない場合は、日本から米国向けやアジア向けの輸出が伸びないことが考えら

れる。アジア諸国は、日本から資本財や中間財を輸入して工業製品を組み立て、

最終的には米国に輸出することが多いためである。2006 年度の日本の民間消費

や企業設備投資の回復は、構造改革特区の効果を前提としている。もし、特区

の効果が出ない場合は、民間消費で 1%未満の伸び率、設備投資も 1-2%程度の

伸び率となり、成長率全体が低くなり、物価下落からの脱却も後ずれすること

となろう。 
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下
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伸
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年

度
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予

測
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1997年 3月：調－97－Ⅲ－04『地域特性と地域経済に関する調査・研究』 

1997年 3月：調－97－Ⅲ－05『金融市場の変動要因に関する調査研究報告書』 

1998年 3月：調－98－Ⅲ－01『金融システム改革が我が国金融・資本市場に与える影響に関する調査研究 

報告書』 

1998年 3月：調－98－Ⅲ－02『ＥＵ通貨統合の進展とそれがもたらす影響に関する調査研究報告書』 

1998年 3月：調－98－Ⅲ－03『「地域の豊かさ指標」に関する調査研究報告書』 

1999年 3月：調－99－Ⅲ－01『金融システム不安対策に関する調査研究報告書』（小塚健一） 

1999年 3月：調－99－Ⅲ－02『中期的経済見通しに関する調査研究報告書』（池田琢磨） 

1999年 3月：調－99－Ⅲ－03『アジア諸国の金融・経済情勢に関する調査研究報告書』（奥井俊二） 

2000年 7月：調－00－Ⅲ－01『我が国の潜在成長率等に関する調査研究報告書』（池田琢磨） 

2000年 7月：調－00－Ⅲ－02『為替レートの決定メカニズム及び予測の理論に関する調査研究報告書』（若松

幸嗣） 

2000年 7月：調－00－Ⅲ－03『米国年金基金が金融市場に与えた影響等に関する調査研究報告書』（奥井俊二） 

2001年 8月：調－01－Ⅲ－01『日米長期金利の変動要因と推計に関する調査研究報告書』(若松幸嗣) 

2001年 9月：調－01－Ⅲ－02『日本経済中期見通しに関する調査研究報告書』（佐々木文之／荒田健次／佐藤孝

則） 



2001年11月：調－01－Ⅲ－03『日本経済地域見通しに関する調査研究報告書』（佐々木文之／荒田健次／岡田晴

之／佐藤孝則） 

2002年 7月：調－02－Ⅲ－01『国債市場の動向に関する調査研究報告書』（米澤康博／山浦家久／岡田晴之） 

2002年 9月：調－02－Ⅲ－02『企業の経営指標に関する調査研究報告書』（須澤 淳） 

2002年11月：調－02－Ⅲ－03『日本経済中期見通しに関する調査研究報告書』（寺谷淳／藤重雅哉／矢島徹／佐

藤孝則） 

 

（通信経済研究部） 

 

1992年 3月：調－92－Ⅵ－01『海外主要国における情報通信の動向に関する調査研究』（木村順吾） 

1992年 6月：調－92－Ⅵ－02『日本の通話トラヒックの特性分析』（山崎 健／今川拓郎） 

1993年 3月：調－93－Ⅵ－01『海外主要国における情報通信の動向に関する調査研究』（木村順吾） 

1993年 3月：調－93－Ⅵ－02『諸外国の次世代情報通信サービス及び次世代情報通信網構築政策の動向に関する

調査研究』（木村順吾） 

1993年 7月：調－93－Ⅵ－03『定量的方法による通話トラヒックの特性分析に関する研究調査報告書』（山崎 

健／大村真一） 

1993年 7月：調－93－Ⅵ－04『情報通信の産業連関分析に関する研究調査報告書』（竹下 剛／田中明宏） 

1994年 3月：調－94－Ⅵ－01『海外主要国における情報通信の動向に関する調査研究』（木村順吾） 

1994年 5月：調－94－Ⅵ－02『欧米諸国における最近の衛星放送の動向に関する研究調査報告書』（竹下 剛／

田中明宏／越前敬一／岸本伸幸） 

1994年 6月：調－94－Ⅵ－03『定量的方法による通話トラヒックの特性分析に関する研究調査報告書』（山浦 

家久／山崎 健／大村真一） 

1994年 6月：調－94－Ⅵ－04『情報通信の産業連関分析に関する研究調査報告書』（竹下 剛／田中明宏／大村

真一） 

1995年 6月：調－95－Ⅵ－01『定量的方法による通信トラヒックの特性分析に関する研究調査報告書』（佐々木

祐二／遠藤浩二郎） 

1995年 6月：調－95－Ⅵ－02『光ファイバー網構築の分野別経済効果に関する調査研究報告書』（佐々木祐二／

遠藤浩二郎） 

1996年 6月：調－96－Ⅵ－01『定量的方法による通信トラヒックの特性分析に関する研究調査報告書』（遠藤浩

二郎） 

1996年 6月：調－96－Ⅵ－02『情報通信の高度化を通じたアジア各国への貢献』(岸本伸幸) 

1997年 7月：調－97－Ⅵ－01『地方公共団体等が保有する光ファイバ網に関する調査研究報告書』（神野克彦／

東海林義朋） 

1997年 7月：調－97－Ⅵ－02『グローバルマーケットにおける放送メディアの再編の動向等に関する調査研究報

告書』（音 好宏／進藤文夫／大石明夫） 

1997年 7月：調－97－Ⅵ－03『デジタル技術の進展に伴う放送ソフト制作の将来動向に関する調査研究報告書』

（神野克彦／外薗博文） 

1997年 7月：調－97－Ⅵ－04『定量的方法による通話トラヒックの特性分析に関する研究調査報告書』（宮田拓

司／高谷 徹） 

1997年 7月：調－97－Ⅵ－05『郵便局における行政手続きの電子的提供に関する調査研究報告書』（進藤文夫／

高谷 徹） 

1997年 7月：調－97－Ⅵ－06『条件不利地域における情報化推進に関する調査研究報告書』（進藤文夫／大石明

夫） 

1997年 8月：調－97－Ⅵ－07『成長するアジアの電気通信と日本のあり方に関する調査研究報告書』（神野克彦

／石田隆章／東海林義朋） 

1998年 7月：調－98－Ⅵ－01『沖縄県における情報通信産業集積のための必要方策に関する調査研究報告書』（

進藤文夫／東海林義朋） 

1998年 7月：調－98－Ⅵ－02『定量的方法による通話トラヒックの特性分析に関する研究調査報告書』（宮田拓

司／高谷 徹） 

1998年 7月：調－98－Ⅵ－03『地域におけるインターネットの活用に関する研究調査報告書』（宮沢 浩／高谷

 徹／美濃谷晋一／姫野桂一） 

1998年 7月：調－98－Ⅵ－04『第10回郵政研究所国際コンファレンス「変貌する情報通信と電子経済時代の到来

－加速する国際化と統合化」報告書』 

1999年 7月：調－99－Ⅵ－01『テレビ電話最前線』（テレビ電話による地域情報化に関する研究会） 

1999年 7月：調－99－Ⅵ－02『有線テレビジョン放送事業者の経営状況に関する調査報告書』（実積冬志也／中



村彰宏） 

1999年 7月：調－99－Ⅵ－03『定量的方法による通話トラヒックの特性分析に関する調査報告書』（実積冬志也

／安藤正信） 

2000年10月：調－00－Ⅵ－01『電気通信トラヒックの特性と社会経済環境の変化に関する調査研究報告書』（実

積冬志也／安藤正信） 

2000年10月：調－00－Ⅵ－02『技術標準における知的財産権の取り扱いについての調査研究報告書』（和田哲夫

／田邊伸吾／橘成泰） 

2001年７月：調－01－Ⅳ－01『電子商取引の拠点としての郵便局の在り方に関する調査研究報告書』（平野純夫

） 

2001年８月：調－01－Ⅳ－02『定量的方法による通話トラヒックの特性分析に関する調査報告書』（中村彰宏／

 吉田誠） 

2001年９月：調－01－Ⅳ－03『多チャンネル時代の視聴者行動に関する調査報告書』（春日教測／土谷純二） 

 

2001年８月：調－01－Ⅳ－04『物販ネットビジネスに必要な機能のシステム化に関する調査研究報告書』（北村

正彦） 

 

2002年７月：調－02－Ⅳ－01『情報通信分野における技術標準のあり方に関する調査研究報告書』（住尾健太郎

） 

2002年７月：調－02－Ⅳ－02『公衆利用型情報端末の活用の在り方に関する調査研究報告書』（平野純夫） 

2002年７月：調－02－Ⅳ－03『メディア・ソフトの制作および流通実態に関する調査報告書』（土谷純二） 

2002年７月：調－02－Ⅳ－04『通信回線などの市場形成と金融手法の活用に関する調査研究報告書』（加藤力也

） 

2002年８月：調－02－Ⅳ－05『企業情報システムに関する調査研究報告書』（北村雅彦） 

2002年11月：調－02－Ⅳ－06『流通過程における取引関係と情報システム化に関する調査研究報告書』（北村雅

彦） 

 

（情報通信システム研究室 ～2000.6まで 以後、通信経済研究部に統合） 

 

1989年 3月： DISS-1989-01『ＩＣカードの利用等に関する研究調査報告書』(進藤文夫) 

1989年 3月： DISS-1989-02『情報化機器等の普及状況等調査報告書』（鈴木健治） 

1989年 5月： DISS-1989-04『情報化関連データ集（Ｎｏ．１）』（武南純一） 

1990年 6月： 1990－Ⅳ－01『情報化関連データ集（Ｎｏ．２）』（武南純一） 

1990年 6月： 1990－Ⅳ－02『情報化関連データに見る情報化の動向 －経済の情報化・ソフト化に関する統計

・資料の整備に関する調査報告書－』（武南純一） 

1990年 6月： 1990－Ⅳ－03『情報通信機器等の普及状況等調査報告書』（鈴木健治） 

1990年 6月： 1990－Ⅳ－04『我が国におけるＯＳＩ及びＩＳＤＮの導入の現状と動向に関する調査報告書』（

田口俊彦／吉岡研一） 

1991年12月：調－91－Ⅳ－01『地域間情報交流の実態把握に関する研究調査報告書（平成元年調査）』（佐藤義

仁／外薗博文） 

1991年12月：調－91－Ⅳ－02『地域間情報交流の実態把握に関する研究調査報告書(平成元年調査･資料編)』（

佐藤義仁／進藤文夫／外薗博文） 

1991年12月：調－91－Ⅳ－03『オープンシステム・分散情報処理環境における郵政事業システムの将来像に関す

る研究調査報告書』（田口俊彦／吉岡研一） 

1992年 9月：調－92－Ⅳ－01『郵政省電子公文書館システムに関する研究調査報告書（中間報告書）』（渋谷文

夫／佐藤義仁） 

1993年 8月：調－93－Ⅳ－01『物流情報システムの現状と今後の展望に関する研究調査報告書』(樋口 憲) 

1993年 8月：調－93－Ⅳ－02『情報処理体制の動向に関する研究調査報告書』（倉石祥裕） 

1993年 8月：統－93－Ⅳ－01『地域間情報交流実態調査に関する統計報告書（概要編）』 

1993年 8月：統－93－Ⅳ－02『地域間情報交流実態調査に関する統計報告書』 

1994年 9月：調－94－Ⅳ－01『企業における情報システムの実態分析とシステム投資に関する調査研究報告書』

（渡辺仁哲／北島光泰） 

1994年 9月：統－94－Ⅳ－01『情報メディアの利用実態に関する調査報告書（概要編）』 

1994年 9月：統－94－Ⅳ－02『情報メディアの利用実態に関する調査報告書』 

1995年 6月：調－95－Ⅳ－01『身体障害者の情報通信システムの利用実態等に関する調査報告書』 

1995年12月：調－95－Ⅳ－02『マルチメディアサービスの利用動向に関する研究調査報告書』（岡田裕二／國井



昭男／菊池信輝） 

1996年 6月：調－96－Ⅳ－01『ビジネス分野におけるマルチメディアサービスの利用動向に関する調査研究報告

書』（横井 功／岡田裕二／國井昭男／竹山秀樹） 

1996年 6月：調－96－Ⅳ－02『身体障害者の雇用と情報通信システムの利用に関する調査報告書』（五十嵐邦雄） 

1996年 6月：調－96－Ⅳ－03『教育分野における情報通信アプリケーションの利用実態等に関する調査研究報告

書』（五十嵐邦雄／國井昭男） 

1996年 7月：調－96－Ⅳ－04『郵便局の災害時の情報提供機能の検討に資する災害時における地域メディアの役

割と検討に関する調査報告書』（岡田裕二／姫野桂一） 

1997年 7月：調－97－Ⅳ－01『コミュニケーションメディアの代替性に関する調査研究報告書』（井手 修／井

川正紀） 

1997年 7月：調－97－Ⅳ－02『インターネットによる地域産業の活性化に関する調査研究報告書』（井手 修） 

1997年 7月：調－97－Ⅳ－03『新しいメディアの利用動向に関する調査研究報告書』（仲島一朗／川井かおる／

姫野桂一） 

1997年 7月：調－97－Ⅳ－04『災害時における地域メディアの情報収集体制の強化の在り方に関する調査研究報

告書』（姫野桂一／遠藤宣彦／西垣昌彦） 

1997年 7月：調－97－Ⅳ－05『災害時における地域メディアの情報収集体制の強化の在り方に関する調査研究概

要報告書』（姫野桂一／遠藤宣彦／西垣昌彦） 

1997年 8月：調－97－Ⅳ－06『インターネット等の国際的情報受発信メディアが社会・思想・文化に与える影響

に関する調査研究報告書』（遠藤宣彦／西垣昌彦／姫野桂一） 

1998年 8月：調－98－Ⅳ－01『今後の国際受発信メディアの在り方に関する調査研究報告書』（斉藤雅俊／姫野

桂一） 

1998年 8月：調－98－Ⅳ－02『インターネットビジネスの現状と利用動向に関する調査研究報告書』（井川正紀

／美濃谷晋一） 

1998年 8月：調－98－Ⅳ－03『企業情報ネットワークに関する調査研究報告書』（井川正紀／西垣昌彦） 

1998年 8月：調－98－Ⅳ－04『身体障害者、高齢者に優しい情報通信の在り方に関する調査研究報告書』（西垣

昌彦／美濃谷晋一） 

1998年 8月：調－98－Ⅳ－05『新世代のメディア利用行動に関する調査研究報告書』（仲島一朗／姫野桂一） 

1998年 8月：調－98－Ⅳ－06『行政事務の電子化における認証の問題と改善方策に関する調査研究報告書』（仲

島一朗／西垣昌彦／井川正紀） 

1999年 8月：調－99－Ⅳ－01『知的障害者・要介護高齢者に優しい情報通信の在り方に関する調査研究報告書』

（進藤文夫／美濃谷晋一） 

1999年 8月：調－99－Ⅳ－02『高度情報通信社会に向けたデジタルコンテンツ流通のあり方（デジタルコンテン

ツの著作権の在り方に関連して）報告書』（杉原芳正） 

2000年 1月：調－00－Ⅳ－01『知的資産管理（ナレッジ・マネジメント）の現状に関する調査研究報告書』（森

下浩行／進藤文夫／美濃谷晋一） 

2000年 7月：調－00－Ⅳ－02『行政手続における電子的情報提供に関する調査研究報告書』（鎌田真弓） 

2000年 7月：調－00－Ⅳ－03『地域における障害者、高齢者福祉への郵便局の活用に関する調査研究報告書』（

平野純夫） 

2000年 7月：調－00－Ⅳ－04『双方向性ネットワークを利用した意見集約手法とその影響についての調査研究報

告書』（能見正） 

2000年10月：調－00－Ⅳ－05『郵政事業経営に資するナレッジ・マネジメントに関する調査研究報告書』（森下

浩行／進藤文夫／美濃谷晋一） 

 

（技術開発研究担当  前技術開発研究センター(2000.6まで)） 

 

1989年 3月：   －   『リニアモータ輸送システムの郵便事業への応用に関する研究調査(中間報告書)』

（飯田 清／磯部俊吉／怱名英利） 

1990年 3月： 1990－Ｖ－01『リニアモータ輸送システムの郵便事業への応用に関する研究調査報告書』（和田

正晴／田中謙治／木原 茂／佐藤政則／松澤一砂／怱名英利） 

1991年 3月： 1991－Ｖ－02『通信システムにおける認証機構に関する研究調査報告書』（田中良明／丹代 武

／田中謙治／河合和哉） 

1991年10月： 1991－Ｖ－03『東京Ｌ－ＮＥＴ土木・建築技術に関する研究調査報告書』（和田正晴／木原 茂) 

1992年 3月：調－92－Ｖ－01『ＶＳＡＴによる郵政事業ネットワークの研究報告書』（柿沼淑彦／吉本繁壽／磯

部俊吉／長澤宏和／松澤一砂／鈴木健治） 

1992年 9月：調－92－Ｖ－02『運輸業務用情報通信システムに関する調査研究中間報告書』（森田英夫／石井康



三郎／鈴木健治） 

1992年10月：調－92－Ｖ－03『東京Ｌ－ＮＥＴ地下輸送車両の軽量化に関する研究調査報告書』（和田正晴／吉

室 誠／佐藤政則） 

1993年 3月：調－93－Ｖ－01『第２回国際コンファランス「21世紀の郵便処理システムと文字認識」報告書』 

 （富永英義／吉室 誠／若原徹／山下郁生） 

1993年 3月：調－93－Ｖ－02『東京Ｌ－ＮＥＴ地下輸送車両用台車に関する研究調査報告書』（永井正夫／吉室

 誠／佐藤政則） 

1993年 3月：調－93－Ｖ－03『東京Ｌ－ＮＥＴ地下輸送車両用リニアモータ技術に関する研究調査報告書』（海

老原大樹／吉室 誠／大澤 悟） 

1993年 3月：調－93－Ｖ－04『郵便処理システム用郵便物再供給装置に関する研究調査報告書』（吉室誠／山下

郁生／柚井英人） 

1993年 3月：調－93－Ｖ－05『郵便車両を対象とした通信・測位システムに関する研究報告書－都市間輸送にお

ける衛星通信実験に関する報告書－』（柿沼淑彦／吉本繁壽／磯部俊吉／長澤宏

和／石井康三郎／鈴木健治） 

1993年 3月：調－93－Ｖ－06『個人認証技術と通信システムへの応用に関する研究調査報告書』（小松尚久／清

水良真／木下雅文） 

1993年 7月：調－93－Ｖ－07『運輸業務用情報通信システムに関する調査研究報告書』（井沢一朗／吉本繁壽／

森田英夫／石井康三郎／鈴木健治） 

1994年 3月：調－94－Ｖ－01『地下郵便輸送システムに関する研究調査報告書－東京Ｌ－ＮＥＴの構想と技術－』

（海老原大樹／吉室 誠／島 隆正／佐藤政則／石橋 守／北村富雄） 

1994年 7月：調－94－Ｖ－02『郵便局内搬送システムの将来形態に関する研究調査報告書（中間報告）』（高橋

輝男／吉室 誠／島 隆正／佐藤政則／北村富雄） 

1994年10月：調－94－Ｖ－03『郵政事業におけるVSATネットワークの研究－可変伝送速度型TDMA通信システムに

よる降雨減衰補償－』（渡辺昇治） 

1995年３月：調－95－Ｖ－01『認識アルゴリズム複合方式の研究 第１期調査報告書－文字認識技術の高度化に

向けて－』（木村文隆／岩田 彰／堤田敏夫／若原 徹／川又文男／山口修治／

能見 正） 

1995年６月：調－95－Ｖ－02『簡易住所入力によるビデオコーディングシステムに関する研究調査報告書』（加

藤厚志／尾坂忠史／田中照隆／中村嘉明） 

1995年６月：調－95－Ｖ－03『郵便局舎の在り方に関する研究（中間報告書）』（中村嘉明／島 隆正／中川真

孝／田中照隆） 

1995年６月：調－95－Ｖ－04『郵便業務における意思決定支援システムに関する研究調査報告書』（磯部俊吉／

渡辺昇治／北島光泰） 

1995年 6月：調－95－Ｖ－05『郵便局内搬送システムの将来形態に関する研究調査報告書』（高橋輝男／大須賀

克己／島 隆正／佐藤政則／北村富雄／荒井 広） 

1995年 6月：調－95－Ｖ－06『インテリジェント窓口に関する研究調査報告書』（杉山和雄／大須賀克己／島 

隆正／牛山  聡／佐藤政則／北村富雄／荒井 広） 

1995年 6月：調－95－Ｖ－07『インテリジェント窓口に関する研究調査報告書 (資料編)』（杉山和雄／大須賀

克己／島 隆正／牛山  聡／佐藤政則／北村 富雄／荒井 広） 

1995年 6月：調－95－Ｖ－08『郵便技術の長期展望に関する研究会報告書』（高橋輝男／大須賀克己／上原 仁

／堤田敏夫／磯部俊吉／島 隆正／中村嘉明／渡辺昇治／則包直樹／土屋正勝） 

1995年 6月：調－95－Ｖ－09『閉空間におけるミリ波技術に関する研究調査報告書』（中津井護／手代木扶／吉

本繁壽／水野光彦／岡田和則／柳光広文／平 和昌／井原俊夫／真鍋武嗣／関澤

信也） 

1995年 7月：調－95－Ｖ－10『郵便処理用バーコードに関する研究報告書』（上原 仁／中村嘉明／中川真孝／

田中照隆／大澤 央／井沢一朗／三好 大） 

1996年 3月：調－96－Ｖ－01『認識アルゴリズム複合方式の研究 第２期調査報告書－文字認識技術の高度化に

向けて－』（木村文隆／岩田 彰／堤田敏夫／山口修治／永田和之） 

1996年 6月：調－96－Ｖ－02『IPTP手書き数字認識技術調査実施報告書』（大須賀克己／堤田敏夫／山口修二／

永田和之） 

1996年 6月：調－96－Ｖ－03『大型郵便物及び国際郵便物の局内処理の機械化に関する調査研究報告書』(中村

嘉明／山下郁生) 

1996年 6月：調－96－Ｖ－04『大型郵便物及び国際郵便物の局内処理の機械化に関する調査研究報告書(資料編

１：大型郵便物関係)』(中村嘉明／山下郁生) 

1996年 6月：調－96－Ｖ－05『大型郵便物及び国際郵便物の局内処理の機械化に関する調査研究報告書(資料編



２：国際郵便物関係)』(中村嘉明／山下郁生) 

1996年 6月：調－96－Ｖ－06『郵便局舎の在り方に関する研究（最終報告書）』（中村嘉明／石津千絵美／田中

照隆） 

1996年 7月：調－96－Ｖ－07『インテリジェント窓口に関する調査研究報告書』（杉山和雄／大須賀克己／島 

隆正／山下郁生／牛山 聡／石津千絵美／荒井 広） 

1996年 7月：調－96－Ｖ－08『インテリジェント窓口に関する調査研究報告書(資料編)』（杉山和雄／大須賀克

己／島 隆正／山下郁生／牛山 聡／石津千絵美／荒井 広） 

1996年 7月：調－96－Ｖ－09『郵便番号未記載郵便物処理に関する調査研究報告書(中間報告書)』（澤邊正彦／

中村嘉明／田中照隆／尾坂忠史／上原 仁） 

1996年 9月：調－96－Ｖ－10『電気通信技術の郵便への応用に関する調査研究報告書』（則包直樹／向井裕之／

上原 仁） 

1997年 3月：調－97－Ｖ－01『認識アルゴリズム複合方式の研究 第３期調査報告書－文字認識技術の高度化に

向けて－』（木村文隆／岩田 彰／堤田敏夫／太田一浩／城戸 賛） 

1997年 6月：調－97－Ｖ－02『郵便番号未記載郵便物処理の効率化に関する調査研究報告書(最終報告書)』（澤

邊正彦／中村嘉明／田中照隆／三浦正也／上原 仁／野田智嘉／中川真孝／加藤

厚志／尾坂忠史） 

1997年 7月：調－97－Ｖ－03『大型郵便物の局内処理の機械化に関する調査研究報告書(中間報告書)』（高橋輝

男／河原 巌／遠山茂樹／鳥本孝雄／中村嘉明／田村佳章／尾坂忠史） 

1997年 7月：調－97－Ｖ－04『文字認識システムのための性能評価技術に関する調査研究報告書－模擬郵便物仕

様作成を中心として－』（堤田敏夫／城戸 賛） 

1997年 7月：調－97－Ｖ－05『電子認証技術の郵便への応用に関する研究報告書』（小松尚久／森井昌克／澤邊

正彦／今 敏則／向井裕之） 

1997年 7月：調－97－Ｖ－06『電子認証技術の郵便への応用に関する研究報告書（資料編）』（小松尚久／森井

昌克／澤邊正彦／今 敏則／向井裕之） 

1997年 7月：調－97－Ｖ－07『インテリジェント窓口に関する研究調査報告書』（杉山和雄／鳥本孝雄／中島健

一朗／山下郁生／荒井 広／上釜和人） 

1997年 7月：調－97－Ｖ－08『インテリジェント窓口に関する研究調査報告書(資料編)』（杉山和雄／鳥本孝雄

／中島健一朗／山下郁生／荒井 広／上釜和人） 

1997年 7月：調－97－Ｖ－10『郵便局舎のアメニティに関する研究【中間報告書】』（中村嘉明／石津千絵美） 

1997年 7月：調－97－Ｖ－11『郵便局舎のアメニティに関する研究【資料編】』（中村嘉明／石津千絵美） 

1997年 9月：調－97－Ｖ－12『遠隔、移動業務実現のためのモバイルコンピューティング適用システムに関する

調査研究報告書』（中嶋明彦／太田一浩／高橋正人／城戸 賛） 

1997年 9月：調－97－Ｖ－13『道順組立処理の自動化に関する調査研究報告書（最終報告書）』（澤邊正彦／高

杉明広／井澤一朗／上原 仁／中村嘉明／中川真孝／石黒恒雄／田中照隆／三好

 大／大澤 央） 

1997年 9月：調－97－Ｖ－14『ハイブリッドメールシステムのプロトタイプ開発に関する研究報告書』（澤邊正

彦／今 敏則／向井裕之） 

1998年 6月：調－98－Ｖ－01『記録扱い郵便物処理システムに関する調査研究報告書（中間報告書）』（松嶋敏

泰／鳥本孝雄／神山貞弘／山下郁生／高杉明広） 

1998年 6月：調－98－Ｖ－02『ハイブリッドメールシステムプロトタイプ機能拡張に関する研究報告書』（今 

敏則／澤邊正彦／向井裕之／上釜和人） 

1998年 7月：調－98－Ｖ－03『郵便情報活用に関する調査研究報告書（予備調査研究）』（中嶋明彦／高橋正人

） 

1998年 7月：調－98－Ｖ－04『デリバリー・プランニング・システムに関する研究報告書』（岩間 司／佐野設

夫／磯部俊吉） 

1998年 7月：調－98－Ｖ－05『郵便の区分・輸送ネットワークに関する研究調査報告書（中間報告書）』（岩間

 司／佐藤政則／田村佳章） 

1998年 7月：調－98－Ｖ－06『諸外国郵便事業体に関する調査研究報告書 －Ｒ＆Ｄ体制及び情報通信技術を活

用した新サービス－』（澤邊正彦／戸苅章博／城戸 賛） 

1998年 8月：調－98－Ｖ－07『大型郵便物の局内処理の機械化に関する調査研究報告書』（神山貞弘／田村佳章

／戸苅章博／三浦正也） 

1999年６月：調－99－Ｖ－01『郵便の区分・輸送ネットワークに関する調査研究報告書（中間報告書）』（高橋

輝男／森戸晋／岩間司／佐藤政則／田村佳章） 

1999年６月：調－99－Ｖ－02『二次元バーコード技術の導入による郵便処理の効率化に関する研究報告書』（飯

田 清／中嶋明彦／山下郁生／高橋正人） 



1999年６月：調－99－Ｖ－03『郵便窓口事務機の操作の省力化に関する調査研究報告書』（白江久純／三田彰子

／上釜和人） 

1999年７月：調－99－Ｖ－04『電気通信技術の郵便への応用に関する調査研究報告書 – 高度化コンピュータ郵

便に関する調査研究 -』（白江久純／鈴木こおじ／上釜和人） 

2000年７月：調－00－Ｖ－01『２次元バーコードを用いた郵便情報システムに関する調査研究報告書』（岩間 

司／白江久純／西浦稔修／鈴木こおじ／上釜和人） 

2000年７月：調－00－Ｖ－02『無線ID(RFID)タグを用いた郵便処理システムに関する調査研究報告書』（岩間 

司／佐藤政則／鈴木こおじ／熊倉均） 

 

 

 

（主席研究官室） 

 

1993年10月: 調－93－Ｘ－01『規制緩和時代における政府の役割の変化に関する研究調査報告書』（武内信博） 

 

（附属資料館） 

 

１ 郵便創業時の記録  赤坂郵便御用取扱所史料              (H 1.2.28 発行) 

２ 郵便創業時の年表  駅逓紀事編纂原稿                    (H 2.3.26 発行) 

３ 郵便創業時の起案文書  正院本省郵便決議簿              (H 3.3.25 発行) 

４ 郵便創業前の記録  袋井郵便御用取扱所史料（その１）    (H 4.3.18 発行) 

５ 郵便創業時の記録  袋井郵便御用取扱所史料（その２）    (H 5.3.25 発行) 

６ 郵便創業時の記録  全国実施時の郵便御用取扱所          (H 6.3.25 発行) 

７ 郵便創業時の記録  郵便切手類沿革志                    (H 8.3.15 発行) 
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